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しまね食と農の県民条例

農業及び農村は、県民の生活に欠くことのできない安全な食料の安定

的な生産及び供給はもとより、県土や自然環境の保全、安らぎを醸し出

す景観の創造など多面的な機能を有し、健やかで豊かな県民生活の実現

や地域経済への貢献などを通して重要な役割を果たしており、県民が等

しくその恩恵を享受する県民共有の財産である。

しかしながら、近年の本県の農業及び農村は、食生活の簡便化や嗜好
し

の変化、食の安全に関する懸念、環境意識の高まりなど消費者の意識の

変化や多様化への対応を求められているとともに、農畜産物の輸入の増

加などによる市場競争の激化や価格の低迷、農業就業者の減少や高齢化

の進行による担い手の不足、耕作放棄地の増加、鳥獣による被害の増加

等の厳しい状況に置かれ、その持続的な発展の基盤が揺らいでいる状況

にある。

一方で、全国でも有数の規模を持つ大規模畜産経営体や多くの集落営

農組織が育つとともに、減化学肥料栽培、減農薬栽培、有機栽培等によ

る安全で安心な農畜産物の生産及び供給の拡大 地産地消の気運の醸成、 、

首都圏を始めとする各都市での販路の拡大及び認知度の向上等の本県の

農業及び農村の振興の今後の方向性を示す取組も見られる。

これらの現状を踏まえ、県民の貴重な財産である農業及び農村を健全
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な姿で次世代に継承していくためには、県民一人一人に信頼され愛され

るしまねの農業及び農村づくりに向けて、県民に対し農業及び農村の果

たす役割について理解を深めるための取組を進めるとともに、安全で安

心な農畜産物の生産及び供給、魅力ある産業としての農業の確立、環境

と調和した農業生産活動の推進が一層求められていることから、生産か

ら消費までの各段階において、県はもとより、農業者、農業団体、食品

関連事業者、消費者等がそれぞれの役割を的確に果たすことが重要であ

る。

そこで、県民の健やかで豊かな暮らしの根幹である食、環境などを支

える農業及び農村の持続的な発展を県民と一体となって推進するため

に、ここにこの条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、県民生活において食、環境等の面で農業及び農村

が果たす役割の重要性にかんがみ、本県の農業及び農村を県民が等し

くその恩恵を享受する県民共有の財産と位置付け その振興について、 、

基本理念及びその達成に向けた施策の基本となる事項を定めるととも

に、県、農業者、農業団体等の役割を明らかにすることにより、農業

及び農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって本

県の農業及び農村の持続的な発展並びに県民の安全で安心できる豊か

な暮らしの実現に寄与することを目的とする。
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（基本理念）

第２条 農業及び農村の振興は、次に掲げる事項が推進されることを基

本理念 以下 基本理念 という として行われなければならない（ 「 」 。） 。

⑴ 安全で良質な農畜産物の安定的な生産及び供給を通じて、消費者

の豊かな食生活の確保及び消費者と生産者の信頼関係の構築を図る

とともに、農業及び農村の果たす役割について県民の理解が深めら

れること。

⑵ 農業の担い手及び農業生産基盤（農地、農業用用排水施設その他

の農業生産の基盤をいう。以下同じ ）が確保されるとともに、地。

域の特性を生かした安定的な農業経営が確立されることにより、将

来にわたり自立した農業が持続的に営まれること。

⑶ 環境と調和のとれた農業生産活動が行われることにより、環境へ

の負荷が可能な限り低減されること。

⑷ 農業及び農村がはぐくんできた、水源の涵養、潤いと安らぎを醸
かん

し出す景観の形成、自然環境の保全、文化の継承等の多面的な機能

が将来にわたって十分に発揮されること。

（県の責務及び役割）

第３条 県は、基本理念に基づき施策を策定し、国、市町村、農業者、

農業団体、食品関連事業者（食品の製造、加工、流通若しくは販売又

は食事の提供を行う事業者をいう。以下同じ ）及び県民と連携を図。
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りながら、施策を総合的に推進する責務を有する。

２ 県は、市町村が地域の特性を生かした農業及び農村の振興に関する

施策を基本理念に即して実施する場合には、当該市町村に対し、情報

の提供、助言その他の必要な支援を行うものとする。

（農業者の役割）

第４条 農業者は、消費者の求める安全で良質な農畜産物の生産及び供

給、環境との調和に配慮した農法の導入、農業生産基盤の維持保全、

農村の文化の継承等の取組を通じて、活力ある農村づくりに努めるも

のとする。

２ 農業者は、消費者への食の安全及び安心に関する情報発信、消費者

との交流等を通じて、農業及び農村が消費者からの信頼を得るととも

に愛着を持たれるものとなるよう努めるものとする。

（農業団体の役割）

第５条 農業団体は、基本理念に基づき農業者及び生産組織（農業生産

活動を共同して行う農業者の組織、委託を受けて農作業を行う組織等

をいう。以下同じ ）に対して積極的な支援を行うとともに、基本理。

念の実現に向けて食品関連事業者及び消費者との連携に取り組むもの

とする。

２ 農業団体は、新たな販路の開拓、有利販売（農畜産物の有する安全

性、味等の特徴を生かした宣伝活動により、他の産地との差別化を図
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り、有利な取引を進めることをいう ）等の流通に関する取組を主体。

的に行うものとする。

（食品関連事業者の役割）

第６条 食品関連事業者は、消費者に対し、当該食品関連事業者が取り

扱う農畜産物に係る生産地、生産方法等の情報を提供し、及び安全で

良質な食品を供給すること並びに県内産の農畜産物を利用することを

積極的に行うことにより、農業及び農村の振興への協力に努めるもの

とする。

（県民の役割）

第７条 県民は 県内産の農畜産物及びこれを原材料とする食品の消費、 、

都市と農村の交流活動への参加等を通じて、農業及び農村が食、環境

等に果たしている役割について理解を深めるよう努めるものとする。

（施策の実施）

第８条 県は、基本理念を達成するため、次条から第14条までに掲げる

施策の実施に努めるものとする。

（農業及び農村に関する県民の理解の促進）

第９条 県は、農業及び農村の果たす役割に関する県民の理解の促進を

図るため、地産地消（県内産の農畜産物を県内で消費し、又は利用す

ることをいう ）の推進、食育の推進、食文化の維持保存、自然環境。

の保全等の県民と一体となって取り組む施策の実施に努めるものとす
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る。

（安全及び安心等の消費者の需要の動向に即した農畜産物の生産及び

供給）

第10条 県は、安全及び安心、高品質等の消費者の需要の動向に即した

農畜産物の生産及び供給の推進並びに県内産の農畜産物に係る付加価

値の向上及び銘柄の確立による販売力の強化を図るため、地域におけ

る生産者、加工業者及び販売業者の連携によるこれらの取組に対する

支援その他の必要な施策の実施に努めるものとする。

（担い手の確保及び育成）

第11条 県は、農業の担い手の確保及び育成を図るため、意欲のある農

業者、集落営農組織（集落を基礎とした農業者の生産組織をいう 、。）

新たに農業に就業しようとする者等に対し、農業の技術の習得及び向

上、経営管理能力の向上、経営の法人化等に必要な施策の実施に努め

るものとする。

（耕作放棄地の発生の防止等の農地の適正な保全）

第12条 県は、農地の適正な保全を図るため、地域の特性に応じて、優

良な農地の確保、農地の効率的な利用の促進、耕作放棄地の発生の防

止及び解消等に必要な施策の実施に努めるものとする。

（環境と調和した農業の推進）

第13条 県は、環境との調和に配慮した農業の推進を図るため、減化学
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肥料栽培 減農薬栽培及び有機栽培による農法の普及 耕畜連携 米、 、 （ 、

野菜等を生産する農家と有畜農家が連携し、稲わら、堆肥等の資源を
たい

相互に有効活用することにより廃棄物を低減する取組をいう ）の支。

援その他の農業の自然循環機能（農業生産活動が自然界における生物

を介在する物質の循環に依存し かつ これを促進する機能をいう、 、 。）

の維持増進に関する施策の実施に努めるものとする。

（農業生産基盤の整備及び生活環境の整備）

第14条 県は、農業の生産性の向上並びに農業及び農村の有する多面的

な機能の維持保全を図るため、農業生産基盤の計画的な整備、地域が

一体となって取り組む農業生産基盤の保全及び有効活用、生活環境の

整備その他の快適で魅力ある農村づくりに関する施策の実施に努める

ものとする。

（基本計画の策定）

第15条 知事は、第９条から前条までに規定する施策を総合的かつ計画

的に実施するため、施策の主要な目標及び具体的内容について、基本

的な計画を定めるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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